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1．はじめに
国際的な生産工程の分散は、我が国を中心とする東

アジアにおいて広く進展している。機械産業をはじめ
とする多くの日系多国籍企業は、東アジア諸国に製造
拠点を設け、部品・完成品の貿易を活発に行ってい
る。すなわち、完成品の輸出・輸入に止まらず、さま
ざまな国で製造した機械部品を別の国へ輸出して完成
品を製造する、といった複数の国をまたぐ生産工程が
広く利用されているのである。このような国境を越え
た生産工程の形態は国際生産ネットワークと呼ばれて
いる。

日本企業による直接投資＊2は2000年代以降急速に
拡大しているが、その一部は国際生産ネットワークの
拡大に伴うものだと考えられる。国境を越えた生産工
程の分業化・ネットワーク化をもたらす直接投資が拡
大したのは、輸送技術や情報通信技術の発展が要因で
ある。このような直接投資はネットワーク型直接投資
と呼ばれ、主に東アジアにおける国際生産ネットワー
クの構築に大きな貢献を果たしている。

国際生産ネットワークの拡大に伴い、経済学的な視
点からの分析が数多くなされてきた。現在進行形で発
展しつつある国際生産ネットワークの理論・実証分析
について、最新の論点を踏まえながらサーベイするこ
とには大きな価値があると考える。

＊1） 本稿の執筆にあたって、木村遥介研究官（財務総合政策研究所）に御指導いただいた。また、松浦寿幸准教授（慶應義塾大学産業研究所）からも有益
なコメントをいただいた。ここに記して深く感謝の意を表したい。なお、本稿の内容や意見はすべて筆者の個人的見解であり、財務省あるいは財務総
合政策研究所の公式見解を示すものではなく、本稿における誤りはすべて筆者個人に帰するものである。

＊2） 日本から海外へ行う直接投資は、「海外直接投資（FDI：Foreign Direct Investment）」あるいは「対外直接投資」とも呼ばれる。また、直接投資を
行う企業は、複数の国にわたって活動することから「多国籍企業」と呼ばれる。詳細は清田（2015）を参照されたい。

本稿の目的は、直接投資に関する理論的概念を整理
した上で、主に東アジアにおいて構築されている国際
生産ネットワークにかかる諸論点について近年の先行
研究を交えながら議論することである。特に、生産工
程のネットワーク化にかかる不確実性とそれに対する
ネットワークの安定性・頑健性という観点に注目して
議論を展開する。

以降の節は、次のように構成されている。2節は、
海外直接投資概念に関する理論的考察とネットワーク
型直接投資の拡大についてデータを概観しながら確認
する。3節では、国際生産ネットワークの構築を解明
するために発展した「フラグメンテーション理論」の
概要を説明する。続く4節では、生産工程のネット
ワーク化が直面するリスクについて問題提起を行う。
5節では、4節での問題提起に対応する近年の先行研
究を紹介し、最終節にて結びとしたい。

2． 直接投資と国際生産ネットワーク

2.1　直接投資の分類
本節では、日本の直接投資の分類と、主に東アジア

における国際生産ネットワークの形成過程について
データを通じて確認する。はじめに我が国の直接投資
の動向を確認しよう。図1は日本の直接投資残高の推
移を示している。図からは、直接投資残高は2004年
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頃までは40兆円弱で推移していたものの、2005年以
降徐々に増加し、そして2017年末には180兆円弱ま
で到達したことが確認できる。このように日本の直接
投資が拡大した理由は様々であるが、主な要因として
は円高や貿易障壁の存在、政府による開発援助などが
挙げられる＊3。

そもそも企業が海外に生産拠点を移転するのはなぜ
だろうか。まずは企業が海外直接投資を行う動機につ
いて理論的背景を踏まえつつ確認しよう。伝統的な海
外直接投資の議論においては、直接投資をその目的に
注目して「水平的」直接投資と「垂直的」直接投資の
2つに類型化することが多かった＊4。水平的直接投資
は、海外に国内とほぼ同様の生産・販売工程を複製し
た拠点を設けるために行う海外直接投資を指す。これ
は先進国向けの直接投資によく見られ、貿易障壁や輸
送費を考慮し、輸出を選択するよりメリットがある場
合に行われることが多い。すなわち、貿易コストや輸
送費の節約を目的とする直接投資と言えよう。一方垂
直的直接投資は、生産段階を分割し、労働や資本のコ
ストなどの格差をうまく利用して生産コストを抑制す
べく国際間分業を行う直接投資を指す。労働集約的な
生産工程を賃金の安い途上国に移転する際に行われる
ことが多い。以上のように水平的・垂直的ともに、主

＊3） 日本の直接投資の増加要因については清田（2015）を参照されたい。
＊4） 水平的直接投資・垂直的直接投資については大久保（2016）、松浦（2015）、清田（2014）を参照されたい。
＊5） このようなコストはサービス・リンク・コストと呼ばれている。木村・安藤（2016）は、サービス・リンク・コストには「部品・中間財等の輸送費、

電気通信費、各種コーディネーション・コストなどが含まれる」と述べている。詳細については3節にて説明する。

にコスト削減という観点から、輸出ではなく直接投資
という企業行動を選択したことがわかる。

上述の通り、伝統的な分類は、理論的には本国と進
出先の2国モデルを前提として考えられてきた。しか
しながら、実際の企業行動を想定したとき、必ずしも
上述の理論で説明できるわけではないということが近
年の研究で明らかになってきた。後述するが、近年の
製造業に関する貿易は完成品より部品・中間財が品目
の中心となりつつある。松浦（2015）によると、特
に、「現地・日本・第三国から中間財を調達し、最終
財は現地・日本・第三国に販売する」、というタイプ
の貿易が増加している。すなわち、従来の自国と外国
の2国に加え、第3国からの調達・輸出という選択肢
を含めた関係性が構築されるようになったのである。
このような貿易を行うための海外拠点を設ける直接投
資をBaldwin and Okubo（2014）はネットワーク型
直接投資（Networked FDI）と呼んだ。彼らはこの
ネットワーク型直接投資が日本企業を中心に拡大して
いることを指摘している。拡大している理由について
は、清田（2015）は、輸送技術や情報通信技術の発
展が、1990年代後半以降各生産工程間をつなぐ際に
発生するコスト＊5を低下させた結果、生産工程の分散
化が進んだ点を挙げている。この生産工程の分散化に

図1　海外直接投資残高推移
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（出所）財務省「本邦対外資産負債残高」
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関する理論は3節にて詳細を述べたい。
上述のネットワーク型直接投資が拡大した結果、現

在日本企業の生産工程は東アジアを中心に世界各地へ
拡大し、各生産工程は国境を越えて貿易を通じて繋が
るようになった。このような形態を取るサプライ
チェーンを国際生産ネットワークと呼ぶ。ネットワー
ク型直接投資は、直接投資と貿易とが複雑に結びつ
き、投資国・投資受入国に加えて第3国も含めた関係
性の中でサプライチェーンを構築する点で、伝統的な
直接投資とは異なる側面を有していると言える。

2.2　国際生産ネットワークの形成
ここで、上述の国際生産ネットワークを可視的に捉

えることを試みたい。木村・安藤（2016）は、東ア
ジアの国際生産ネットワークにおいて核となっている
機械産業に属する部品・中間財貿易のデータを用い
て、国際生産ネットワークの形成を確認するアプロー
チを取っている。木村・安藤（2016）によると、東
アジアにおいて1970年の段階では機械類の完成品輸
出を大量に行っていたのは日本のみであり、他の東ア
ジア諸国は主に完成品中心の輸入偏重型の傾向を示し
ていた。しかし、1980年代に入るとシンガポール、
香港、韓国などからも完成品を含む機械類輸出が増加
し始め、1990年代にはマレーシア、シンガポール、
香港、韓国、タイの機械部品輸出率も上昇した。そし
て2000年代以降は上記の国々に加えて中国、フィリ

ピンでも機械部品を輸出・輸入の双方を行うように
なったことが確認できる。この機械部品輸出の増加と
輸出入双方の拡大が、生産ネットワーク拡大の証左で
あることが指摘されている。

図2は木村・安藤（2016）を参考に、2010年にお
ける東アジア各国の対世界機械貿易の総貿易に占める
割合を示している。また、各国の機械貿易の輸出入に
おける完成品と部品の比率も表している。図2から、
2010年代には、東アジアにおけるほとんどの国の機
械貿易に占める部品の割合が大きく、機械部品の輸
出・輸入の双方が行われていることを確認できる。

このように、東アジア諸国は1980年代以降、一方
向かつ完成品の貿易を中心とする関係性から、双方向
の部品・中間財貿易を特徴とする関係性へと移行して
いったことが木村・安藤（2016）では指摘されてい
る。近年、Kimura and Ando（2005）、Baldwin and 
Okubo（2014）をはじめフラグメンテーションや生
産ネットワークに関する実証分析は盛んになってきて
いる。これらの研究からも、アジアの貿易で大きな位
置を占めているのは中間財・部品貿易であり、特に機
械産業でその傾向が強いということが確認されてお
り、図2で示した傾向と整合的であると言える。従来
は、途上国‐先進国間の貿易は一次産品と工業製品と
いった産業間貿易、他方先進国同士の貿易は産業内貿
易において観察されるという前提で多くの実証分析が
行われてきた。一方で、東アジアでは途上国‐先進国

図2　東アジア各国の対世界機械貿易の総貿易に占める割合（2010年）
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間、あるいは途上国同士の間で工業製品の産業内貿易
が増加している点がとりわけ特徴的であることもこれ
らの研究は示唆している。

3．フラグメンテーションの概要＊6

本節では、前節で述べたネットワーク型直接投資の
拡大が国際生産ネットワークの構築を促進した背景に
ついて検証する。国際生産ネットワークの形成過程に
関する一定の概念枠組みを提示したのが、Jones and 
Kierzkowski（1990）によって提起され、Kimura 
and Ando（2005）によって拡張されたフラグメン
テーション理論だと言われている。欧州においては経
済統合に伴い、生産形態として産業集積が促進された
と認識されている。一方、東アジアでは、国境を越え
た工程間分業が発展してきたと言われている。この工
程間分業の形成メカニズムを説明するのがフラグメン
テーション理論である。

この理論において重要となる概念が、生産ブロック
とサービス・リンク・コストである。生産ブロックと
は、ある製品の生産工程の一部分を切り出したものと
定義する。木村・安藤（2016）によると、この生産
ブロックは狭義の生産機能を持つものに限定されな
い、すなわち、「研究開発あるいは財務など一定の機
能を単位とするものや、卸売・小売といった流通を担
うもの」も含む概念であると言われている。フラグメ
ンテーションは、各生産ブロックを国境を越えて分散
配置させる。この分散配置された生産ブロック同士を
結び付けるものがサービス・リンクであり、部品・中
間財の輸送や連絡等の作業が該当する。したがってこ
のコストには部品等の輸送費や電気通信費などが含ま
れるが、これらをサービス・リンク・コストと呼ぶ。

フラグメンテーション理論は、利潤最大化を目的と
する企業のコスト削減という合理的な行動を仮定した
とき、各生産ブロックにおける生産コストを削減でき
ること、および輸送コスト等のサービス・リンク・コ
ストが十分に低いこと、という2つの条件が満たされ
ると、企業は生産のフラグメンテーション（すなわ
ち、生産工程の細分化に伴う生産活動拠点の分散立

＊6） この節の説明は主に木村・安藤（2016）を参考にしている。
＊7） タイの大洪水の被害状況等、詳細は日本貿易振興機構（2012）を参照されたい。

地）という選択肢を取る、と説明する理論である。こ
のフラグメンテーションは、1980年代以降情報通信
革命が進行する中、上述のサービス・リンク・コスト
の低下が主な背景となって生じてきた現象だと言え
る。このように、フラグメンテーションの結果として
国際生産ネットワークが構築されることが理論的に示
されたのである。

4． 国際生産ネットワークが直面する 
リスク

前節において、国際生産ネットワークは多国籍企業
がコスト削減というモチベーションのもと、ネット
ワーク型直接投資を通じて構築してきたものであるこ
とを確認した。しかしながら、一見企業の合理的な選
択によって構築されてきたと考えられるネットワーク
構造にも懸念されるべき点が存在する。例えば、生産
工程のネットワーク化を行うことで、各国において発
生しうる自然災害をはじめとするリスクイベントに直
面する可能性が大きくなると考えることができないだ
ろうか。自然災害の具体的な例として、木村・安藤

（2016）では2011年に発生したタイの大洪水を取り
上げている。2011年10月に発生したタイの大洪水は
現地の経済だけではなく、生産ネットワークや日本企
業に多大な影響を与えた。なぜならば、被害にあった
工業団地などで多くの日本企業が生産活動を行ってお
り、また東アジアにおける生産ネットワークの中で重
要な役割を果たしている工場が多数立地していたため
である。日本貿易振興機構（JETRO）によると、洪
水により冠水した工業団地は7カ所で約800社が被害
を受けており、そのうち日系企業は約450社に上っ
た＊7。この災害を受け、JETROバンコク事務所は洪水
の被害を受けた日本企業192社を対象としたアンケー
ト調査を行い（内133社より回答有り）、被害状況を
まとめた。その結果によると、製造業企業について
は、自社ではなく供給元や調達元、もしくはサプライ
チェーンの一部が被災したことで工場が稼働停止に追
い込まれた等の間接的な被害を受けたと答えた企業が
約40％に上ったことが判明した。このことから、洪
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水による直接的な被害を受けなかったとしても、サプ
ライチェーンを介して負の影響が伝播したことで、間
接的に損害を被った企業が数多く存在することが確認
された。このような例から推測できることは、コスト
削減という合理的な行動によって形成された国際生産
ネットワークは、従来1国にのみ存在していた生産ブ
ロックが複数の国に移転することによって、生産プロ
セスの一部がリスクイベントに直面する確率が上昇す
ること、そしてそのリスクイベントによるショックが
ネットワークを通じて他の生産ブロックに影響を与え
うるということである。

国際生産ネットワークの持つ、外的ショックへの耐
性に関してはいくつかの推測ができる。例えば、ある
製造業企業が数ヵ国に工場を置くと仮定しよう。従前
はある製品製造に関する全工程を日本国内において行
なっていたものを、その内の数工程（上述の生産ブ
ロック）を切り出し、外国へ工場として移転させると
する。このとき工場移転前においては、外的ショック
としては金融危機などのグローバルな需要ショックは
不可避であろうが、自然災害などの供給ショックにつ
いては日本国内のリスクイベントに限定されていたと
言える。しかしながら、他国へ生産ブロックを移転さ
せたことで他国にて発生する供給ショックをも被る可
能性が高まったことが推測される。

他方で、工場移転前において日本国内にて震災など
の外的な供給ショックを受けた場合は、全ての製造工
程を復旧させる必要があった。しかし、工程の一部を
切り出すことで工程を回復させる対象が減少し、復旧
に要する時間的ロスは小さくなるという側面も考えら
れる。すなわち、各国の（金融危機などの）需要への
ショックだけでなく（自然災害などの）供給への
ショックをも被る可能性が高くなるという側面も持ち
つつも、一方である外的供給ショックによりダメージ
を受けた生産工程を復活させるコストが全工程でない
分比較的低水準に抑制できるという側面も国際生産
ネットワークの有する特徴として想定できる。

それでは、上記のように推測される特徴を考慮した
とき、外的ショックにより生産ネットワークが負の影
響を被った際には、企業はどのような対処を取るのだ

＊8） 生産ネットワーク内の取引について、大久保（2016）は、「フラグメンテーションに関連する貿易は多様な中間財や部品が多く、これらはオーダーメ
イドの特注品も多く、取引はある種の「関係特殊性」を持っている」と言及している。

ろうか。被害を受けた生産ネットワークを維持しよう
と行動するのだろうか、あるいは新たなネットワーク
の構築を模索するのだろうか。これは国際生産ネット
ワークが外的ショックに対して安定的・頑健的である
か、という疑問に置き換えることができるだろう。こ
の疑問に対しては各企業のコスト削減という合理的な
経済活動の側面から検討可能であり、次節ではこのよ
うな問題意識に対する検証を行った近年の実証研究を
紹介していく。

5．近年の実証研究
本節では、前節で取り上げた東アジアにおいて構築

されている国際生産ネットワークの持つ安定性・頑健
性に関して、近年蓄積されている研究を紹介する。前
節で述べたように、国際生産ネットワークはコスト削
減という企業にとってのメリットを有している一方、
外的ショックへの耐性という点でいくつかの懸念も抱
えている。この懸念事項について、清田（2015）は、
直接投資を通じて生産拠点の分散化を行うことで、自
然災害や金融危機などの外的ショックを緩和すること
ができると指摘している。

具体的な実証研究を挙げると、Obashi（2010）は、
東アジア諸国の生産ネットワークがどの程度安定的か
を1993～2006年の貿易統計（国連商品貿易統計デー
タベース（UN Comtrade）のアジア諸国における機
械産業データ）を利用して分析している。この研究で
は、各製品の貿易がどの程度の期間継続しているかを
明らかにするため、サバイバル分析という手法を用い
ている。分析の結果、東アジアにおける機械部品の貿
易は、完成品の貿易と比較して長期的かつ安定してい
ることを明らかにした。この結果について安藤（2012）
は、東アジアに形成された生産ネットワーク内の機械
部品貿易は、それに参加できる立地や企業が厳選され
ることや、いったん形成されれば関係特殊的な取引＊8

が行われることから、（完成品等の）他の貿易商品と
比較して安定的である点を指摘している。

また、具体的なリスクイベントごとにネットワーク
の持つ安定性・頑健性を観察する実証研究も行われて
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きた。主に、アジア通貨危機（1997～1998年）・リー
マンショック（2008～2009年）、東日本大震災（2011
年）の3つのイベントを題材とした実証研究が蓄積さ
れている。しかしながら、それぞれショックの源泉が
異なることに注意したい。アジア通貨危機およびリー
マンショックは、前者は主に東アジアでの、後者は主
に米国・欧州市場での需要減を引き起こした需要
ショックとして分類できる。一方、東日本大震災は、
被災地での生産工場の稼働停止という事態を招いた供
給ショックとして分類することができる。以降では各
ショックを題材とした文献を紹介していく。

まず、需要ショックとして分類したアジア通貨危機
に関する研究を紹介しよう。代表的な研究としては
Obashi（2011）が挙げられる。上述のObashi（2010）
と同様の推定方法を用いてアジア通貨危機の影響を分
析している。分析より、通貨危機の影響を考慮して
も、アジア域内における機械部品の貿易は完成品と比
較して長期間継続される傾向が確認された。また、こ
のショックの影響を受けた部品・中間財貿易は、完成
品等他の品目の貿易に比べて迅速に回復したことが確
認された。

また、同じく需要ショックとして分類したリーマン
ショックに関する実証研究については、Ando and 
Kimura（2012）、Okubo, Kimura and Teshima

（2014）が代表的な研究である。Ando and Kimura
（2012）は2007年1月から2011年10月までを対象
に、機械部品の貿易がどの程度安定的なのか明らかに
すべく、通関ベースの財務省貿易統計を利用してサバ
イバル分析を行った。この分析は金融危機のような大
規模なショックを考慮しても生産ネットワーク内の機
械部品の貿易が安定的だったことを明らかにしてい
る。また、機械部品輸出、とりわけ東アジア向けの輸
出において、危機に際し途切れてしまった輸出取引の
復活確率が高いという結果も得ている。Okubo, 
Kimura and Teshima（2014）は、日本の製品レベ
ルの輸出データ（財務省貿易統計）に対するサバイバ
ル分析を用いて、リーマンショックにおけるアジアの
国際生産ネットワークの頑健性を観察した。結果とし
ては、アジア諸国との貿易が輸出市場から脱する可能
性が低いこと、そしてたとえ一度途切れても貿易関係
は復活する可能性が高いということを確認した。

最後に、供給ショックとして分類した東日本大震災で
あるが、Ando and Kimura（2012）、Todo, Nakajima 
and Matous（2015）が代表的な研究として挙げられ
る。Ando and Kimura（2012）は、上述のリーマン
ショックと同様の方法で東日本大震災が日本の輸出に
及ぼしたインパクトを観察している。この論文では、
生産ネットワークを通じた機械部品の貿易は、危機の
影響を受けながらも完成品貿易と比較して安定的だっ
たことだけでなく、東日本大震災よりもリーマン
ショックの影響の方が甚大であり、かつ長く残ったと
も指摘している。Todo, Nakajima and Matous（2015）
は、東日本大震災の被災地における企業を対象とした
調査によるデータを用いた分析を行っている。前述の
タイの大洪水の例のように、サプライチェーンの繋が
りによって被害が軽微であった企業や被災地外の企業
でさえもが間接的な負の影響を受け、操業停止に至っ
た例は多い。一方で、多様な生産ネットワークを持つ
ことで、取引相手の代替や、取引先からの支援を通じ
て被災地企業の復旧が早まった例もある。この論文で
は、企業が取引する被災地域外の取引先企業数が多い
ほど操業再開が早くなり、被災地域内の取引先企業数
が多いほど中期的な売上高の回復が早くなる傾向にあ
ることを確認した。すなわち、上述した復旧に対する
サプライチェーンの負の効果は、かなりの部分を正の
効果によって吸収される可能性が示唆された。以上の
分析結果より、生産ネットワークの深化は、災害に対
する企業の強靭性の強化に繋がると結論づけている。

以上の実証研究から、東アジアとの機械産業の貿
易、特に部品・中間財貿易は非常に頑健であり、様々
なリスクイベントに直面しても取引が継続されるか、
あるいは他の製品よりも早く貿易を回復させることが
明らかにされた。このように、生産ネットワークは、
外的ショックに対する脆弱性を露呈したというより
は、むしろ力強い回復力が証明されたと安藤（2012）
も指摘している。これは、木村・安藤（2016）によ
ると、生産ネットワークは一度構築されるとそれを維
持しようというインセンティブが生まれることや、
ネットワーク内のある工程が途切れてしまうと生産工
程全体が止まってしまう可能性もあるため、早急に復
旧させようとする力が働くということが理由であると
考えられている。このことから、多くの研究では生産
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ネットワークは安定的かつ頑健性を持つと結論づけら
れている。以上の議論より、一度ネットワークとして
築いた生産拠点を変更することよりも、維持すること
の方がコスト削減となるという判断を企業が下す傾向
があることが推測される。他方、需要ショック、供給
ショックで異なる企業行動を示す傾向も確認すること
ができる。Ando and Kimura（2012）は、金融危機
のような大規模な需要ショックはその被害の規模や期
間について1企業がコントロールすることは不可能で
あることから、被害の甚大さや長期化を見越して生産
ネットワークの構造自体を変化させようとするモチ
ベーションが存在することを指摘している。

一方で、清田（2015）は、本節で紹介した実証研
究の問題点を指摘している。企業内の生産ネットワー
クに組み込まれている貿易と純粋な市場取引による貿
易の判別ができていない点と、外的ショックを受けた
場合とそうでない場合を同時に経験できないが故に厳
密な意味での両者の比較を行っているわけではないと
いう点に言及している。しかしながら、このような課
題は残されているものの、国際生産ネットワークを通
じた機械部品の貿易が外的ショックに対して安定性を
示していることは確かであり、清田・神事（2017）
は、直接投資を通じた生産拠点の分散化が企業の不確
実性への対処に貢献していると述べている。

6．まとめ
本稿では、日本の海外直接投資の分類、および主に

東アジアで展開される国際生産ネットワークに関する
諸議論について紹介してきた。近年日本の海外直接投
資は増加の一途を辿っており、それに伴い日本の多国
籍企業の存在感は増している。このように経済が進展
する中、伝統的な直接投資の理論的概念では現実を捉
えられなくなってきたことが指摘された。そこで直接
投資を理論的に整理する際に用いられてきた水平的・
垂直的直接投資という伝統的な概念を超えた、ネット
ワーク型直接投資の存在が確認されるに至った。この
日本企業のネットワーク型直接投資はコスト削減とい
う企業の合理的な行動の結果であるフラグメンテー
ションとして拡大し、結果として東アジアにおける国
際生産ネットワークの構築に成功した。

しかしながら、この国際生産ネットワークにも隠れ
たリスクが存在する。これが生産工程の国境を越えた
ネットワーク化によって顕在化した、自然災害などの
外的ショックに直面する頻度の上昇である。国境を越
えて生産工程をネットワーク化させることで、ある国
で発生したリスクイベントから受けるダメージを分散
化して復旧コストを抑制する一方、各国の需要への
ショックだけでなく供給へのショックをも被る可能性
が高くなるということが想定される。そこで、外的
ショックにより生産ブロックがダメージを受けた場
合、企業は一度構築したネットワークを復旧させる行
動を選択するのか、あるいは別の新たなネットワーク
の構築を試みるのか、という疑問が浮かぶ。その点に
対して近年の実証研究は、外的ショックに対する力強
い回復力を確認しており、とりわけ東アジアの国際生
産ネットワーク内における貿易取引の安定性・頑健性
の高さを確認している。すなわち、外的ショックによ
りダメージを受けた生産ブロックを回復させることが
合理的と企業が判断して、一度構築したネットワーク
を継続させようとするインセンティブが働いていると
いうことが多くの研究で確認されているのである。

ここまで議論してきた国際生産ネットワークの形成
メカニズムであるフラグメンテーションは貿易政策に
も大きな変化を与えてきた。木村・安藤（2016）は、
フラグメンテーションの進展により、従前までの関税
撤廃・削減を目的とした貿易交渉から、サービスや投
資の自由化、知的財産権の保護等の国際的なルール構
築を中心とした交渉が求められるようになったと指摘
している。最初に確認したように我が国の直接投資は
増加傾向にある。今後もこの傾向が継続するならば、
国際生産ネットワークへの政策的関心は益々高まるこ
とが予想される。したがって、本稿でサーベイした経
済学における国際生産ネットワークの分析は、さらな
る重要性を持つことだろう。
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